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平成２８年度大分県自立支援協議会

地域移行専門部会の開催状況について

■第１回地域移行専門部会（Ｈ２８．１０．６）

【次第】

（１）地域移行専門部会の協議内容の報告と今後の方向性について

（２）精神障がい者地域移行ワーキングの協議内容について

（３）大分県障がい福祉計画（第４期）平成２７年度実績報告

（４）地域移行・地域定着支援事例集について

■第２回地域移行専門部会（Ｈ２９．２．１０開催予定、荒天のため中止）

【次第】

（１）精神障がい者地域移行ワーキングの協議内容について

（２）地域移行支援・地域定着支援事例集（案）

（３）各市町村地域移行・地域生活支援関係課題について

（４）市町村における障がい者の地域移行・地域生活等に関する課題調査に

ついて

（５）九州各県における精神障がい者に係るバス・タクシー運賃割引状況
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平成２８年度地域移行専門部会の主な意見

○全体について

・地域移行を進めるには、医療機関･行政･相談支援事業所等の関係機関が情報

を共有し、連携していく必要がある

・県内アドバイザー制度の「地域移行」専門分野の整備を行う。

○「地域移行・地域定着支援事例集」について

・更新できる形にするとよい。

・事例についての問合せ先については県が取りまとめ、県経由で連絡がとれ

るようにしてほしい。

・先進地の事例を引用してもよい。

・成功例と失敗例について掲載するとよい。

平成２９年度地域移行専門部会の取組方針

１．地域移行及び地域定着支援に関する情報収集等を行い、課題を抽出し共有

する。

２．相談支援事業所や医療機関、市町村などが地域移行支援を行う際の参考と

なる「地域移行・地域定着支援事例集」を完成し活用する。
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次第３

平成28年度精神障がい者地域移行

ワーキングの協議内容の報告について



平成 28 年度 精神障がい者地域移行ワーキングの取組 
 

目 的 
 精神科病院に入院している精神障がい者の地域移行及び地域定着の促進、並びに精神

障がい者が地域で安心して暮らせる体制の整備について検討を行い、地域移行及び地域

定着を推進する。 
構成員 メンバー：11 名 

 （所属：精神科病院、相談支援事業所、相談支援機関、市町村、保健所） 

H28 年度 
事業実績 

 
【検討経過】 
第 1回（H28.8.1） 

 28 年度ワーキングでの取組についての検討 
 
第 2回（H28.11.7） 

  ・『退院前訪問指導』『クライシスプラン』の普及啓発に向けた取組の検討 
 ・地域相談支援の充実に向けて、相談支援専門員等を対象とした研修等の企画 
 

第 3 回（H29.2.24） 

 29 年度の取組について検討 
 ・平成 28 年度 630 調査の結果について 
 
【成果】 
・精神科病院と地域援助事業者との連携に係る現状、課題を整理することで、今後連

携を強化するためのツールとして『退院前訪問指導』『クライシスプラン』の活用、

普及を行った。 
・地域相談の充実に向け、指定一般相談支援事業所へのアンケート調査等を通じて事

業所の現状を把握できたことで、今後の相談支援体制の整備に向けた研修会を企画

できた。 
・その他、ワーキングメンバーが精神科病院出張研修の講師となり地域の支援体制に

ついて病院職員へ情報提供を行った。 
 

H29 年度 
事業計画 

 
・退院前訪問指導・クライシスプランの普及に向けた取組について 
・地域相談支援の充実に向けて、相談支援専門員等を対象とした研修等の企画 
・ピアサポーターの養成に向けた協議 
 

 



次第４

大分県障がい福祉計画（第４期）平成28年度実績報告及び

大分県障がい福祉計画（第５期）の骨子案について



 （1）　障がい者が安心して暮らせる地域生活への支援

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　地域生活移行者数の推移

※各市町村数値の積み上げ

大分県障がい福祉計画（第4期：Ｈ27～Ｈ29年度）の進捗状況について

①　入所施設からの地域移行

国の指針

28

43022178 119 190

H18

第1期 第2期

32 64 41 69101

47 41 71地域生活移行者数 4131

H19 H20 H21 H22 H23 H24

H18年度からの累計 40231

【目標】H29年度末までの地域生活移行者数（H27～H29） 235 (12.0%)

【実績】H28年度末までの地域生活移行者数 69 （3.5%）

第3期

(国の基本指針を踏まえたうえで、県下各市町村と実績や実情等について協議・調整を行った結果、上記目標値を設定)

31 39 39 32 37

達成率　29.4％

対象者（H26年3月31日現在の施設入所者） 1,959

※Ｈ29年度末までの目標値は、Ｈ27～Ｈ29年度の3年間の実績(12.0％増)をそのまま目標値として設定している。

H25 H26 H27 H28

（単位：人）

第4期

H29年度末において、計画策定時
（H26年3月31日現在）の施設入所
者数の『12％以上』が地域生活へ
移行する。

331

各期の累計 31 78 119 71 102 141

260 299 361

【達成状況】

3年間で達成すべき目標の計画2年目における達成率は29.4％（目標の235人に対して実績69人）

【原因】

・障がい者の住まいに関するハード面の整備の遅れ

・緊急時における支援体制、地域の理解といったソフト面での環境整備の遅れ

・障がい者自身の高齢化、重度化、親の高齢化に伴う在宅介護の困難な障がい者の増加

【今後の対応】

・グループホームの整備など住まいの場の一層の拡充

・家族や地域等の理解の促進を図るための啓発活動の推進
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資　料　１



【　数値目標及び実績　】

人

人

人

※各市町村の「Ｈ29年度までの削減数」の積み上げ

　◎　施設入所者削減数の推移

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

※1各市町村のH29年度3月の見込量の積み上げ

※2各市町村数値の積み上げ

　◎　グループホーム・ケアホームのサービス量の推移

【参考】　グループホーム、ケアホームのサービス見込み量

（単位：人）

②　施設入所者削減数

国の指針

H29年度末において、計画策定時
（H26年3月31日現在）の施設入所
者数を『4％以上』削減する。

年　　度

施設入所者数

年　　度

グループホーム

ケアホーム

計

（単位：人）

1,959

達成率　102.2％

サービス量（H25年度）

852 891 1,055

673 690

H22 H23 H24

201 262 303 －

1,183

【目標】サービス量（H29年度3月見込）※1 1,542 （1.30倍）

【実績】サービス量（H28年度3月実績）※2 1,576 （1.33倍）

H27H25 H26

1,183 1,314 1,461

達成率　81.0％　

H28

1,576

－

1,576

179

793 880 1,314 1,461

－

3.3%

H26.3.31(A) H26.4.1

1,985 2,013

C/A

1,959

【目標】H29年度までの削減数 79 （4.0%）

【実績】H28年度末までの削減数 64

対象者（H26年3月31日現在の施設入所者）

※入所期間の長短を問わず、4月1日時点で入所施設に入所している者

3.3%

1,8951,983 64

A-B （C)H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1(B)

【達成状況】

3年間で達成すべき目標の計画2年目における達成率は81.0％（目標の79人に対して実績64人）

【原因】

・障がい者の住まいに関するハード面の整備の遅れ

・緊急時における支援体制、地域の理解といったソフト面での環境整備の遅れ

・障がい者自身の高齢化、重度化、親の高齢化に伴う在宅介護の困難な障がい者の増加

【今後の対応】

・グループホームの整備など住まいの場の一層の拡充

・家族や地域等の理解の促進を図るための啓発活動の推進
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【　数値目標及び実績　】

％

％

【　数値目標及び実績　】

％

％

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

③　精神科病院からの地域移行

国の指針

H29年度において、入院3か月時点の退院
率を『64％以上』とする。

国の指針

H29年度において、入院1年時点の退院率を
『91％以上』とする。

【目標】入院３か月時点の退院率（H29年度） 64.0

【目標】入院１年時点の退院率（H29年度）

【実績】入院３か月時点の退院率（H28年度） 49.2

達成率　76.9％

達成率　91.5％

83.3

平成24年6月末時点1年以上の在院者数 3,418

H29年6月末において、長期在
院者数をH24年6月末時点から
『18％以上』削減する。

【実績】平成28年6月末時点1年以上の在院者数 3,308 3.2%

【目標】平成29年6月末時点1年以上の在院者数 2,802

※【目標削減数　3,418人×18%＝616人】　【28年度削減数3,418-3,308＝110人】　【達成率　110人÷616人＝17.9%】　

18.0%

91.0

【実績】入院１年時点の退院率（H28年度）

達成率　17.9％ 国の指針

【達成状況】

3年間で達成すべき目標の計画2年目における達成率は76.9％（3ヶ月時点）、

91.5％（１年時点）、17.9％（１年以上）

【原因】

・保護者不在や高齢などの事情により自宅での受入が困難

・アパート等を契約する上での家主や仲介業者の精神障がいに対する理解不足や保証人・

保証制度などの問題

・措置以外の夜間休日の医療や相談体制が十分ではない

※1 県立病院精神医療センターは平成32年度中の開設目標

2 精神科救急電話相談センターの24時間化の実施（H29年度）

【今後の対応】

・家族や地域への啓発活動、相談支援体制の推進

･精神科救急及び身体合併症に24時間365日対応可能な県立病院精神医療センターの

整備による救急体制の整備（平成32年度中の開設目標）
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（２）　障がい者の就労促進

④　福祉施設からの一般就労への移行

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

※各市町村数値の積み上げ

　◎　福祉施設からの一般就労者数の推移

⑤　就労移行支援事業所の就労移行率

【　数値目標及び実績　】

（単位：人）

国の基本指針

H29年度中に福祉施設から一般就労する者を、
平成24年度実績の『2倍以上』とする。

36 64

H28

99

H27

年間一般就労移行者数

第3期

H26H18

第1期 第2期

達成率　57.6％

【実績】年間就労移行者数（H28年度） 99

57.6%58.7%

88 91

97.8%65.2% 69.6% 69.6% 78.3% 94.6% 93.5% 95.7%

60

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

【目標】年間就労移行者数（H29年度） 172

第4期

年間一般就労移行者数（H24年度） 86

64 72 87

目標達成率

86 101

39.1%

達成率　 53.6％

【目標】H29年度の就労移行率が３割以上の事業所の率 50%

【実績】H27年度の就労移行率が3割以上の事業所の率 26.8%
　【参考】

調査対象施設：41施設
就労移行が3割以上の施設：11施設

【達成状況】

目標の達成率は57.6％（目標の172人に対して99人）

・福祉施設からの一般就労者数は前年比 △2人

【原因】

・Ｈ28年4月から就労継続支援Ａ型事業所に移行した利用者は実績に含まれないこととなった。

・訓練終了後の障がい者と企業等とのマッチングが進まなかった。

（福祉・医療分野以外の企業への障がい者雇用に対する理解の促進）

【今後の対応】

・障がい者雇用アドバイザー等による就労可能な障がい者と企業等とのマッチングの実施

・企業に対する仕事の切り出しの助言等を実施

・障害者就業・生活支援センター等との定期的な意見交換による情報連携を強化し、施設への

タイムリー な就労情報の提供を実施

【達成状況】

目標の達成率は53.6％、（41施設中11施設）

・就労移行率3割以上の事業所数は前年比で5施設増加

【原因】

・訓練終了後の障がい者と企業等とのマッチングが進まなかった。

（福祉・医療分野以外の企業への障がい者雇用に対する理解の促進）

【今後の対応】

・障がい者雇用アドバイザー等による就労可能な障がい者と企業等とのマッチングの実施

・企業に対する仕事の切り出しの助言等を実施

・障害者就業・生活支援センター等との定期的な意見交換による情報連携を強化し、施設への

タイムリーな就労情報の提供を実施
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⑥　障がい者雇用率全国順位

【　数値目標及び実績　】 ※1

位

位

位

※2　厚生労働省　障害者雇用報告状況報告より

【　数値目標及び実績　】

円

円

円

 　【参考】　身体1.67(１位)、知的0.38(３３位)、精神0.10(１６位)　

※2　大分県平均工賃月額一覧より

232

【目標】障がい者雇用率（H29年度） １

【実績】障がい者雇用率（H28年度）※2 ３  　【参考】　身体1.72(１位)、知的0.54(１９位)、精神0.20(１５位)　

達成率　 95.7％

障がい者雇用率（H25年度） ５

※1　過去4年間の伸び率（年率3％）維持を目標　

※1　45都道府県÷47都道府県＝0.957＝95.7％

月額 時間額

平均工賃（H25年度） 15,869 207

月額 時間額

94.7% 100.4%

達成率

⑦　平均工賃月額

【目標】平均工賃（H29年度）※1 17,773

【実績】平均工賃（H28年度）※2 16,823 233

【達成状況】

目標の達成率は95.7％（目標順位１位に対し３位）

障がい者雇用率は2.46％、全国順位は３位

【今後の対応】

・全国順位が中位の知的、精神障がい者に対する就労支援の取組強化

・障がい者雇用率日本一を目指し、障がい者雇用アドバイザーの福祉・医療分野を中心とし

た企業訪問を全業種に拡大（Ｈ29～）

・法定雇用率の改定に伴う新たな対象企業に、障がい者の特性に応じた仕事の切り出しの

助言や障がい 者とのマッチングなどの働きかけを実施

【達成状況】

目標の達成率は94.7％（目標月額17,773円に対し16,823円）

・障害福祉サービス事業所等共同受注事務局の共同受注に参加した事業所の平均工賃の上昇

（H27年度 H28年度：+246円）

【原因】

・新規設立事業所は、大半は、新規取引先の開拓等に苦慮している。

・農業に取り組む事業所のうち、指導者不足、栽培技術不足、販路開拓等が課題の事業所がある。

【今後の対応】

・共同受注組織の確立・人材の育成

・農福連携の拡大

・障がい者優先調達の着実な推進

・個別事業所の能力向上を実施
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（３）　障がいのある子どもと家族への支援

⑧　発達相談支援につながった未就学児数

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

※2　市町村の実施状況報告を集計

5歳児推計人口の6.5％

5歳児健診等で専門医等
の診断を受けた児童数

※1　発達障がいの疑いのある5歳児全員が発達相談を受けることを目標とする

【目標】発達相談支援につながった未就学児童（H28年度）※1 632

【実績】発達相談支援につながった未就学児童（H28年度）※2 462

達成率　73.1％

発達相談支援につながった未就学児童（H25年度） 407

【達成状況】

目標の達成率は73.1％（目標の632人に対して462人）

【原因】

・小児専門医、健診従事者の不足に伴う体制整備の遅れ

・普及啓発を含めた家族支援の取組不足

【今後の対応】

・５歳児健診・発達相談における保健相談、心理相談、教育相談などの実施内容の充実

・法定健診（1歳6か月時健診・3歳児健診）を含めたスクリーニング精度の向上

・健診従事者確保と人材育成

・家族に対する助言・相談支援体制等の充実
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H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28

東部圏域 13 10 5 406 396 387 19 10 12

中部圏域 16 21 18 708 700 655 45 48 56
南部圏域 0 0 0 189 179 175 2 8 1
豊肥圏域 4 3 1 178 180 176 6 3 5
西部圏域 1 3 1 222 222 210 5 11 7
北部圏域 3 4 3 310 306 292 14 21 10

合計 37 41 28 2,013 1,983 1,895 91 101 91

〈地域生活移行者数〉

対象者（H26年3月31日現在の施設入所者）

〈施設入所者数〉

地域生活移行者数（人） 施設入所者数（人） 一般就労移行者数（人）

13
10

5

16 21

18

4
3

1

1
3

1

3

4

3

37

41

28

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

35人

40人

45人

東部 中部 南部 豊肥 西部 北部 計
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〈施設入所者数〉

〈一般就労移行者数〉

406 396 387

708 700 655

189 179
175

178 180
176

222 222
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292

2,013 1,983 1,895
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施策１：障がい者が安心して
暮らせる地域生活の推進

施策２：障がい者の就労促進 施策３：障がいのある子どもの健やかな
成長のための支援

・「障がいのある人もない人も心豊かに
暮らせる大分県づくり条例」の実効性を
高める取組が必要

・福祉施設入所者や精神科病院在院者の
地域生活移行

・平成３０年全国障害者芸術・文化祭を
契機とした障がい者の社会参加の促進

・知的及び精神障がい者の雇用促進
《障がい者雇用率全国順位（28.6.1）》
身体1位、知的19位、精神15位

・就労継続支援B型事業所のさらなる工
賃向上

《平均月額・時間額（H28）》
16,823円・233円

・障がいのある子どもへの支援が切れ目なく行
われるためには、各関係機関の一層の連携が
必要

・家族が抱えている障がいの受容や周囲の無理
解への悩み、今後の発達等への不安に対する
支援

〇障がいや障がい者に対する理解の促進
〇サービス提供基盤の整備
〇地域生活への支援
〇芸術文化・スポーツの振興
と社会参加の促進

・福祉施設から地域生活への移行
（施設入所者数、地域移行者数）
障がい福祉圏域ごとの保健・医療・福祉
関係者による協議の場の設置

・精神科病院からの地域移行
（退院率、長期入院患者の削減)

〇障がい者雇用率日本一に向けた支援
〇障がい者の工賃向上のための支援

・障がい者雇用率全国順位
・福祉施設利用から一般就労への
移行者数

・平均工賃 時間額・月額

〇成長段階に応じた一貫した支援体制の整備
・乳幼児期
・就学期
・地域における支援体制の整備

〇障がいのある子どもの親（家族）への支援

・発達相談支援につながった未就学児数
健診におけるアセスメントツール(M-CHAT)
の活用状況
ペアレントメンター養成数

政策：障がい者が地域で心豊かに暮らし働ける社会づくりの推進

第１期大分県障がい児福祉計画として位置づけ

大分県障がい福祉計画（第５期）等の骨子（案）

 趣 旨：大分県障がい者基本計画（第４期：平成26年度 平成30年度   5年間）    主   障がい福祉サービスに関する具体的な実施計画
 策定根拠：障害者 日常生活及 社会生活 総合的 支援     法律（障害者総合支援法） 第89条
 計画期間：平成30年度 平成32年度（3年間）
 他計画等  関係：県長期総合計画 部門計画

1 計画策定の趣旨等

2 障がい福祉
施策の現状と
課題

3 重点的に取り
組む政策と
施策

H29 4月 6月 8月 9月 10月 11月 12月 H30 1月 2月 ３月

計
画
公
表

骨
子
案

概

要

成

案

パ
ブ
コ
メ

スケジュール
国
の
基
本
指
針

推
進
協
議
会
①
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会
報
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素

案
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会
報
告

議
会
報
告

議
会
報
告

推
進
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議
会
②

推
進
協
議
会
③

成 果 目 標
○新  

○新  

○新  

相談支援ファイルの活用 他

資　料　２
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地域移行、地域定着支援についての意見交換



地域移行、地域定着支援についての意見交換 

 

【課題】 

 

①関係機関等との連携における課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②住まいの問題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域の受け入れ体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 


